
 
 

ＤＰＣ準備病院の合併に係る報告について 
 

 

○ ＤＰＣ制度においては、ＤＰＣ対象病院に合併の予定があり、合併後もＤ

ＰＣ制度への継続参加を希望している場合は、ＤＰＣ制度への継続参加の可

否について中央社会保険医療協議会において審査及び決定することとなって

いるところ、ＤＰＣ準備病院についても、ＤＰＣ対象病院の規定に準じて中

央社会保険医療協議会において審査及び決定することとしている。 

 

○ 今般、ＤＰＣ準備病院である「国立病院機構西群馬病院」及び出来高算定

病院（※）である「渋川総合病院」より、平成 28 年３月 26 日に病院合併の

予定があり、合併後の病院においても、ＤＰＣ準備病院として継続を希望し

ている旨の連絡があり、「ＤＰＣ対象病院等の合併に係る申請書」が提出され

たことから、ＤＰＣ退出等審査会において審査を行った。 
 （※）出来高算定病院：ＤＰＣ対象病院・ＤＰＣ準備病院以外の医療機関をいう。 

 

1. ＤＰＣ準備病院としての継続要件について 

ＤＰＣ準備病院の合併又は分割については、ＤＰＣ対象病院の合併又は分割

の規定に準じていることから、ＤＰＣ準備病院としての継続に必要な要件は

原則としてＤＰＣ対象病院のＤＰＣ制度への継続参加要件と同様である。Ｄ

ＰＣ対象病院の合併又は分割に係る基準は以下のとおりである。 

ＤＰＣ対象病院の合併又は分割に係る基準 

○ 合併前の主たる病院がＤＰＣ対象病院であること。 

○ 申請の直近 1年間以上にわたり継続してＤＰＣデータが提出されている

こと。 

○ 申請の直近 1年間のデータ／病床比が１月あたり０．８７５以上である

こと。 

 

 ※ＤＰＣ対象病院の合併又は分割に係る審査の観点 

○ 合併・分割前の病院と後の病院で、入院している患者や勤務してい 

る職員等の引き継ぎ状況の観点から、病院の機能・診療実態等につい 

て一定の連続性が認められること。 

○ 合併・分割後の病院がＤＰＣ対象病院の基準を継続的に満たすことが 

期待されること。 

① 7対 1又は 10対 1入院基本料の届出 

② A207診療録管理体制加算の届出 

③ ＤＰＣ調査への適切な参加が可能 

④ データ／病床比が１月あたり０．８７５以上  
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2. 合併前後の病院の状況について 

  合併前病院から提出された合併に係る「申請書」で確認した合併後病院の

状況は以下の表のとおりである。 

 

合併前病院① 合併前病院② 合併後病院 

国立病院機構 

西群馬病院 
渋川総合病院 渋川医療センター 

保険医療機関の所在地 
群馬県渋川市金井

２８５４番地 

群馬県渋川市渋

川１３３８－４ 

群馬県渋川市白井３

７８－２他 

合併前後の種別 ＤＰＣ準備病院 出来高算定病院 ＤＰＣ準備病院 

所属する医療圏 渋川医療圏 渋川医療圏 渋川医療圏 

総病床数（予定） ３８０ １５４ ４５０ 

ＤＰＣ算定病床数（予定） ― ― ２７９ 

入院中患者の引継ぎ ― ― 有 

病院職員の引継ぎ ― ― 有 

届出（予定）入院基本料 ７対１ ７対１ １０対１ 

A207診療録管理体制加

算の届出（予定） 
有 有 有 

ＤＰＣ調査への適切な参

加（予定） 
有 ― 有 

適切なコーディングに関

する委員会の設置（予定） 
有 有 有 

直近１年間の継続したＤ

ＰＣデータの提出 
有 ― ― 

 

 

3. 審査結果について 

 

名 称 所在地 審査結果 

渋川医療センター 
群馬県渋川市白

井３７８－２他 
ＤＰＣ準備病院としての継

続を認める 
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平成 26年３月 27日保医発第 0327第２号 

「ＤＰＣ制度への参加等の手続きについて」（抜粋） 

 

３ ＤＰＣ対象病院の合併又は分割について 

(１) ＤＰＣ対象病院の合併について 

ＤＰＣ対象病院が、ＤＰＣ対象病院等（ＤＰＣ制度参加病院以外を含む）と合併の予定が 

あり、合併後もＤＰＣ制度への継続参加を希望している場合は、合併（予定）年月日の６か 

月前までに、別紙２「ＤＰＣ対象病院等の合併に係る申請書」及び別紙３「ＤＰＣ対象病院 

等の合併に係る申請書（別紙）」を地方厚生（支）局医療課長を経由して厚生労働省保険局 

医療課長に提出すること。 

(２) ＤＰＣ対象病院の分割について 

ＤＰＣ対象病院が分割の予定があり、分割後もＤＰＣ制度への継続参加を希望している場 

合は、分割（予定）年月日の６か月前までに、別紙４「ＤＰＣ対象病院等の分割に係る申請 

書」及び別紙５「ＤＰＣ対象病院等の分割に係る申請書（別紙）」を地方厚生（支）局医療 

課長を経由して厚生労働省保険局医療課長に提出すること。 

(３) ＤＰＣ制度に継続参加を希望する場合は、合併又は分割の対象となる病院全てが、原則と

して以下の基準を満たしていること。 

① 合併の場合は、合併前の主たる病院がＤＰＣ対象病院であること。 

② 申請の直近１年以上、継続してデータが提出されていること。 

③ 申請の直近１年の（データ／病床）比が１か月あたり0.875以上であること。 

(４) 合併又は分割に係る申請の審査について 

（１）又は（２）の申請書が提出された場合、（３）に掲げる基準及び申請書の記載内容か

らＤＰＣ制度への継続参加の可否について中央社会保険医療協議会において審査及び決定する

こととする。申請が認められた場合は、合併又は分割後もＤＰＣ対象病院としてＤＰＣ制度に

継続参加するものとする。 

(５) 申請が認められなかった場合について 

申請が認められなかった病院は、合併又は分割年月日にＤＰＣ制度から退出するものとす 

る。別紙６「ＤＰＣ制度からの退出に係る届出書」を地方厚生（支）局医療課長を経由して 

厚生労働省保険局医療課長に提出すること。（合併又は分割年月日の前々月の初日以降新た 

に入院する患者から医科点数表による算定を行うものとする。） 

(６) 審査・決定内容については、予め当該病院に通知するものとし、通知した決定案に不服が 

ある病院は、１回に限り別紙９に定める「不服意見書」を厚生労働省保険局医療課長に提出 

することができるものとする。この場合、提出された不服意見書を踏まえ、中央社会保険医 

療協議会において再度審査を行い、申請内容の可否を決定するものとする。また、当該審査 

の内容については必要に応じ、厚生労働省保険局医療課より中央社会保険医療協議会に報告 

を行うものとする。 

中医協 退－１（参考） 

２ ７ ． ８ ． ２ ６  
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(７) 申請が認められた病院が以下の基準を満たしていないことが確認された場合は、確認され 

た月の４か月後の初日にＤＰＣ制度から退出するものとする。 

① 合併又は分割年月日の直近１年間のデータが遅滞なく提出されていること。 

② 合併又は分割年月日の直近１年間の（データ／病床）比が１か月あたり0.875以上であ 

ること。 

③ 合併又は分割後、６か月以上のデータが遅滞なく提出されていること。 

④ 合併又は分割後、６か月の（データ／病床）比が１か月あたり0.875以上であること。 

別紙６「ＤＰＣ制度からの退出に係る届出書」を地方厚生（支）局医療課長を経由して厚 

生労働省保険局医療課長に提出すること。なお、第２の１の（１）の基準を満たしており、 

別紙６「ＤＰＣ制度からの退出に係る届出書」と合わせて、別紙11「ＤＰＣ準備病院届出書」

及び別紙12「ＤＰＣ準備病院届出書（別紙）」を提出した場合は、ＤＰＣ準備病院となること

ができる。 
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ＤＰＣ退出等審査会運営要綱 

 

 

（所掌事務）  

第１条 ＤＰＣ退出等審査会（以下「審査会」という。）は、ＤＰＣ制度に参加する

医療機関の、合併、分割以降のＤＰＣ制度への継続参加の申請及び特別の理由

により緊急に退出する必要がある場合に、中央社会保険医療協議会総会の委任

を受け、ＤＰＣ制度への継続参加の申請及び退出の可否について、審査・決定

を行う。 

 

（組織）  

第２条 審査会は、次に掲げる委員７名をもって組織する。 

一 社会保険医療協議会法（昭和25年法律第47号）第三条第１項第一号に掲げ

る委員のうち２名 

二 社会保険医療協議会法（昭和25年法律第47号）第三条第１項第二号に掲げ

る委員のうち２名 

三 社会保険医療協議会法（昭和25年法律第47号）第三条第１項第三号に掲げ

る委員のうち３名 

  ２ 委員長は前項第三号に掲げる委員の中から互選により選出する。 

  ３ 委員長は審査会を総理し、審査会を代表する。 

  ４ 委員長に事故があるときは、予め委員長が指名する委員が、その職務を代行

する。 

 

（定足数） 

第３条 審査会は、第２条第一項各号に揚げる委員各１名以上を含む委員の２分の１

以上の出席がなければ会議を開き、意見の確認を行うことができない。ただし、

第５条に規定する意見書の提出があった委員は出席したものとみなす。 

 

（審査の議決） 

第４条 審査会の議事は、委員の過半数で決し、可否同数のときは、委員長の決する

ところによる。 

 

（欠席委員の意見提出） 

第５条 委員は、やむを得ない理由により出席できない場合は、当該議題について、

予め意見書を提出することができる。 

 

（開催） 

第６条 審査会は、必要に応じて開催するものとする。 

 

（審議の公開）  

第７条 審査会は非公開とする。  

 

（審査結果の通知、不服意見書） 

第８条 審査結果は、申請のあった医療機関に通知するものとする。 

  ２ 当該医療機関は、審査会の審査結果に不服がある場合は、１回に限り不服意

見書を提出することができる。 

 

中医協 総－１－３（一部抜粋） 
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（再審査） 

第９条 不服意見書が提出された場合は、再審査を行うこととし、審査結果を当該医

療機関に通知するものとする。 

 

（報告） 

第10条 委員長は、審査結果を中央社会保険医療協議会総会に報告することとする。 

 

（庶務）  

第11条 審査会の庶務は保険局医療課において処理する。  

  

 （補足）  

第12条 この要綱に定めるもののほか、審査会の議事運営に必要な事項は委員長が定

める。  

  

   附 則  

 この要綱は平成２３年１２月１６日から施行する。 

 

附 則（所掌事務、定足数の変更） 

この要綱は平成２６年１月１日から施行する。 
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（※ 医療機関別係数の取り扱いについて） 

  ○ 原則として、次に予定する見直しまでの間暫定的に下記を適用する。 

※ 機能評価係数Ⅱは１年ごと、それ以外は診療報酬改定時に見直す。 

 

 

 

 

（※ 合併・分割後の診療報酬改定に係るデータの取り扱いについて） 

○ 合併後の医療機関の診療報酬改定に係る対応については、合併前のデータを加味

して算出することとし、分割後については当該診療報酬改定で用いるデータの対

象期間において、分割前後で提出されている期間が長い方のデータに基づいて算

出することとする。 

 

（１） 合併事例について 

●機能評価係数Ⅰ 

合併後の病院が満たす施設基準に応じて適用する。 

●基礎係数（医療機関群） 

合併後の病院の医療機関群は、合併前の主たる病院の医療機関群を適用する。 

●機能評価係数Ⅱ 

合併前の病院の機能評価係数Ⅱの加重平均値（症例数ベース）を適用する。（合併

前の従たる病院が DPC対象病院でない場合は、合併前の主たる病院の機能評価係

数Ⅱを適用する。） 

●暫定調整係数 

［合併前の病院の従来の方法で計算した調整係数の加重平均値（症例数ベース）］

－［合併後の病院の基礎係数］－［合併後の病院の機能評価係数Ⅱ］を適用する。

（合併前の従たる病院が DPC対象病院でない場合は、合併前の主たる病院の従来

の方法で計算した調整係数を元に算出する。） 

（２） 分割事例について 

●機能評価係数Ⅰ 

分割後の病院が満たす施設基準に応じて適用する。 

●基礎係数（医療機関群） 

分割後の病院の医療機関群は、Ⅲ群を適用する。 

●機能評価係数Ⅱ 

分割後の病院の機能評価係数Ⅱは、分割前の病院の機能評価係数Ⅱを適用する。 

●暫定調整係数 

［分割前の病院の従来の方法で計算した調整係数］－［分割後の病院の基礎係数］

－［分割後の病院の機能評価係数Ⅱ］を適用する。 

中医協 総－１－３（一部抜粋） 

２ ５ ． １ ２ ． １ ３ 
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